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がれるのであろう｡アメリカでは､結果責任を
求めるという制度的基盤および文化的背景があ
るため､経営者は自己の責任と説明の範囲を理
解して､適切な行動を起こすことができるので
あろう｡
いずれにしても､説明責任から結果責任-と
転換を果たして､会社制度のなかで責任の所在
を明確に限定するところから始めなければなら
ない｡まずしなければならないことは､各会社
内で説明責任の明確な自主規定と､それに則っ
た経営行動である｡そうしなければ､いずれ強
行法規によって､説明責任を定められ､今より
も､がんじがらめで窮屈な制度が生まれること
になってしまうであろう｡
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